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【大牟田市立病院の基本情報】 

 

医療機関名：大牟田市立病院 

 

開設主体：地方独立行政法人大牟田市立病院 

 

所在地：大牟田市宝坂町２丁目１９番地１ 

 

 

許可病床数：３５０床 

（病床の種別）一般病床 

 

（病床機能別）高度急性期：７０床、急性期：２８０床 

 

 

稼働病床数：３２６床 

（病床の種別）一般病床 

 

（病床機能別）高度急性期：６６床、急性期：２６０床 

 

 

診療科目：内科，消化器内科，内視鏡内科，腫瘍内科，血液内科，内分泌・代謝内科，循環器

内科，腎臓内科，外科，消化器外科，腫瘍外科，呼吸器外科，血管外科，整形外科，

形成外科，脳神経外科，脳・血管内科，麻酔科，精神科，小児科，皮膚科，泌尿器科，

産婦人科，眼科，耳鼻咽喉科，リハビリテーション科，放射線診断科，放射線治療科，

病理診断科，救急科 

 

 

職員数：５５７名（平成２９年９月１日現在） 

 ・ 医師   ５８名 

 ・ 看護職員  ３６６名 

 ・ 専門職   ９１名 

 ・ 事務職員   ３２名 

 ・ その他   １０名 
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【１．現状と課題】 

 

① 構想区域の現状 （福岡県「地域医療構想」から抜粋） 

 

・有明区域の人口及び高齢化の推移 

 
有明区域の総人口については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人

口」（平成25（2013）年3 月中位推計）によると、今後さらに減少を続け、平成22（2010）

年の235,745人が、平成37（2025）には195,314人（対平成22年▲17.2％）となり、平成52

（2040）年には154,607人（同▲34.4％）となると予想されている。  

高齢化の状況については、65 歳以上の高齢者人口は平成32（2020）年の76,443人をピーク

に減少に転じ、総人口に占める割合は、平成22（2010）年の29.5％が平成37（2025）年には

38.1％となり、平成52（2040）年には40.8％となると予想されている。 また、75 歳以上の

後期高齢者人口は、平成42（2030）年の45,685人をピークに減少に転じつつも、総人口に占

める割合は増加を続け、平成22（2010）年の16.1％が、平成37（2025）年には22.9％となり、

平成52（2040）年には26.3％となると予想されている。 

 

 

 

  



4 

 

・有明区域の医療需要の推移 

 
 出典：日本医師会「地域医療情報システム」   

 

有明区域の医療需要については、日本医師会の「地域医療情報システム」によると、人口

減少とともに、横軸の始点である平成27（2015）年から既に減少傾向となっており、平成37

（2025）年には平成27年比で約96％、平成52（2040）年には平成27年比で約80％の水準まで

減少しながら推移するものとみられており、全国平均からも大きく乖離する予想となってい

る。   

これらを踏まえて、県の地域医療構想では、有明区域の平成37（2025）年の病床機能別医

療需要及び必要病床数を下表の様に予想している。 

 
 出典：福岡県「地域医療構想」  
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・４機能ごとの医療提供体制の特徴 

 
 出典：福岡県「地域医療構想」  

 

まず、有明区域の病床数の状況としては、医療施設調査に基づく平成26（2014）年時点の

許可病床数は4,713 床で、平成37（2025）年の必要病床数の推計値と比較すると、許可病床

数が必要病床数を1,250 床上回っており、将来的な病床過剰が予想されている。 

また、病床機能報告（2015年）に基づき、病床の機能別に現状の病床数と平成37（2025）

年の必要病床数の推計値を比較すると、回復期では現状の病床数が必要病床数を623 床、高

度急性期においても94 床下回っている。一方で、高度急性期と急性期の合計値では現状の病

床数が必要病床数を927床、また、慢性期においても786床上回っている。 

 

 

・有明区域の医療需要の特徴 

診療報酬の入院基本料別にみた病床機能ごとの自己完結率（当該区域に住所地を有する患

者が当該区域の医療機関を受診する割合）については、平成25年度の国民健康保険及び後期

高齢者医療のレセプトデータ（以下「ＮＤＢデータ」という。）によると、一般病床のうち主

に高度急性期・急性期に対応する看護配置基準７対１及び10対1の病床では、74.2％が自己完

結しており、14.9％が久留米区域に流出している。主に回復期に対応する看護配置基準13対

１及び15対1の病床では、94.6％が自己完結しており、回復期リハビリテーション病床の自己

完結率も88.6％となっている。主に慢性期に対応する療養病床では、79.5％が自己完結とな

っている。 

主な疾患ごとの完結率（「ＮＤＢデータ」による）については、次表のような状況となって

いる。 
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  【 主な疾患ごとの区域内完結率 】 

主な疾患 完結率 備考 

救急医療 80.1％  

脳血管疾患   

脳梗塞・ＴＩＡ（一過性脳虚血発作） 83.4％  

くも膜下出血 74.8％ 17.1％は久留米区域に流出 

虚血性心疾患   

急性心筋梗塞 87.1％ 約10％は熊本県に流出 

狭心症 88.8％  

悪性腫瘍（※臓器別については下表） 68.9％ 19.6％が久留米区域に流出 

 化学療法（入院） 63.2％ 26.0％が久留米区域に流出 

 化学療法（外来） 67.3％ 21.5％が久留米区域に流出 

 放射線治療（入院） 32.5％ 56.3％が久留米区域に流出 

 放射線治療（外来） 47.5％ 35.5％が久留米区域に流出 

糖尿病   

  入院 82.3％  

  外来 89.4％  

精神疾患   

 入院精神医療 78.8％  

精神科救急入院 17.7％ 66.3％が久留米区域に流出 

小児医療・周産期医療   

小児の入院体制 49.2％ 46.0％が久留米区域に流出 

乳幼児の入院体制 32.9％ 67.1％が久留米区域に流出 

 

  【 悪性腫瘍の臓器別データ 】 

種別 完結率（入院） 完結率（主要手術） 

胃がん 81.6％ 77.6％ 

大腸がん 83.4％ 75.4％ 

直腸がん 68.3％ 64.7％ 

肺がん 76.2％ 46.0％ 

乳がん 64.8％ 56.3％ 

肝臓がん 68.9％ 44.8％ 
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② 構想区域の課題  

 

有明区域の総人口については、他の構想区域以上に減少率が大きく、加えて65歳以上人口

が平成32（2020）年、75歳以上人口が平成42（2030）年にピークを迎えると予想されている。

高齢化率も全国平均を大きく上回っており、高齢者の人口のピークも他の地域に比べ早く迎

えることになると、今後の医療需要についても他の地域に先んじて減少することが予想され

る。現在の医療提供体制は２０２５年の必要病床数を大きく上回っていることから現状のま

までは病床過剰であることは明らかである。 

病床機能別にみると、2015年の病床機能報告及び2025年の必要病床数推計値の比較では、

急性期では1,021床、慢性期では786床、必要病床数を上回っており、反対に高度急性期では

94床、回復期においては623床、必要病床数を下回っている。 

これらの状況を踏まえると、地域全体のバランスを考えながら回復期病床への転換を進め

ていく必要があると思われる。高度急性期については急性期と明確に区分することが難しい

ことから、高度急性期と急性期の必要病床数を合わせた984床を急性期病床数の大きな目安と

して検討すべきである。 

疾患ごとの自己完結率については、救急で80.1%、くも膜下出血で74.8%、急性心筋梗塞で

87.1%、悪性腫瘍で68.9%と比較的高い状況となっているものの、小児・周産期に関しては久

留米区域に依存しており、久留米区域との連携を確保しつつ、区域内での医療提供体制の構

築も必要となっている。 

 

 

 

 

 

③ 自施設の現状 

 

・ 当院の理念、基本方針等 

＜基本理念＞ 

良質で高度な医療を提供し、住民に愛される病院を目指します。 

 

＜行動指針＞ 

○ 安心・安全な医療の提供と患者サービスの向上に努めます 

○ 公的中核病院として急性期医療を提供します 

○ 高度で専門的な医療を提供します 

○ 地域医療連携を推進し、地域完結型医療の実現に寄与します 

○ 医学・医療技術の研修・研さんに努めます 

○ 健全経営を維持し、経営基盤の強化を図ります 
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・ 当院の診療実績（届出入院基本料、平均在院日数、病床稼働率、等） 

ア）主な届出入院基本料 

一般病棟入院基本料（７対１入院基本料） 

総合入院体制加算３ 

臨床研修病院入院診療加算 

救急医療管理加算 

超急性期脳卒中加算 

診療録管理体制加算１ 

医師事務作業補助体制加算１（25対1） 

急性期看護補助体制加算（25対1） 

看護職員夜間配置加算（16対1） 

療養環境加算 

重症者等療養環境特別加算 

無菌治療室管理加算 

がん診療連携拠点病院加算 

医療安全対策加算１ 

感染防止対策加算１ 

感染防止対策地域連携加算 

患者サポート体制充実加算 

ハイリスク妊娠管理加算  

ハイリスク分娩管理加算 

呼吸ケアチーム加算 

データ提出加算２ 

病棟薬剤業務実施加算１ 

退院支援加算１ 

地域連携診療計画加算 

小児入院医療管理料４（西３病棟） 

 

イ）平均在院日数 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

１２．５日 １２．５日 １２．９日 １２．６日 １２．７日 

 

 

ウ）病床稼働率 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

８０．３％ ７８．４％ ７７．０％ ７８．７％ ７９．５％ 

注）許可病床数３５０床に対する病床稼働率 

 

  



9 

 

・ 当院の職員数（医師、看護職員、その他専門職、事務職員、等） 

職 種 人 数 備 考 

医師 ５８名 初期臨床研修医３名含む 

看護師等 ３４３名 熊本市民病院職員２２名、嘱託員２６名含む 

薬剤師 ２１名 熊本市民病院職員２名含む 

臨床検査技師 １６名  

診療放射線技師 １５名  

理学療法士 １３名  

作業療法士 ５名 臨時職員１名含む 

言語聴覚士 ３名  

臨床工学技士 ５名  

管理栄養士 ５名 嘱託員１名含む 

社会福祉士 ６名    〃 

診療情報管理士 ３名    〃 

事務職 ２９名  

看護助手 ２３名  

その他 １２名  

合計 ５５７名  

 

 

・ 当院の特徴 

当院は地域の中核病院として高度急性期及び急性期の役割を担っている。昭和６２年に

救急告示病院、平成７年に臨床研修指定病院、平成１１年に災害拠点病院、平成１５年に

地域がん診療連携拠点病院、平成２４年に地域医療支援病院に指定されている。また久留

米大学医学部教育関連病院、看護学生等実習施設、日本医療機能評価機構認定病院でもあ

る。 

新入院患者数は年間約７，６００人、手術室における手術件数は年間約２，５００件（

うち全身麻酔件数１，３００件）、救急車搬送受入件数は年間約２，２００件となっている。

３０の診療領域に対応できる医師を確保しており、各診療科が連携して治療にあたってい

る。 

その結果、重症度、医療・看護必要度は２８％前後で推移し、平均在院日数は１２日台、

紹介率８０％以上、逆紹介率９０％以上を維持している。 

 

 

・ 当院が担う政策医療（５疾病・５事業及び在宅医療に関する事項） 

（がん） 

当院は地域がん診療連携拠点病院に指定されており、小児の悪性腫瘍を除くほとんどの

がんに対し、手術、化学療法、放射線治療等を組み合わせた集学的治療が可能な施設であ

る。但し、緩和ケア病棟は保有していない。 

 

（脳卒中） 

当院は脳神経外科医４名体制で診療を行っており、脳血管内治療等にも対応可能である。

平成２９年度に頭・腹部用血管撮影装置を更新し、２４時間急患を受け入れている。 

 

（心筋梗塞等の心血管疾患） 

当院は循環器内科医３名体制で診療を行っており、心不全や心血管疾患に対応している。

平成２８年度には心血管撮影装置を更新し、血管内治療を行える体制は整いつつあるが、

血管内治療を行える常勤医師の確保が課題である。 
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（糖尿病） 

当院は医師２名体制で診療を行っており、糖尿病療養指導士、管理栄養士と連携し、糖

尿病の教育入院、栄養指導をはじめ幅広い治療を行っている。 

 

（精神疾患） 

当院は精神病床を有してはいないが、精神疾患者の救急受入や認知症患者等の画像診断

に対応している。平成２９年度から非常勤医師による診療のみとなっており、近隣の精神

病院と連携して対応している。 

 

（救急医療） 

当院は２４時間３６５日断らない救急医療を行っている。当直体制は救急担当１名、内

科系１名、外科系１名の３名体制であり、年間約２，２００台の救急車を受け入れている。 

日本救急医学会救急専門医１名、救急看護認定看護師２名、集中治療認定看護師２名を

配置しており、２次から２．５次までの重傷者の対応を中心に行っている。当院で対応が

困難な３次救急の症例においては久留米大学や聖マリア病院などの救命救急センターと連

携し必要な処置を行い、搬送等により迅速かつ適切な対応を図っている。 

 

（災害時における医療） 

当院は災害拠点病院に指定されており、災害対応マニュアルの作成、食糧備蓄、ＤＭＡ

Ｔ派遣、多数傷病者受入訓練の実施に取り組んでいる。 

 

（へき地の医療） 

該当なし 

 

（周産期医療） 

当院は産婦人科医４名、小児科医４名体制で周産期医療に取り組んでおり、ＮＩＣＵ等

の施設は保有していないが、産婦人科医、小児科医、助産師が連携してハイリスクな分娩

にも対応可能な体制を構築している。妊娠３５週未満の分娩の対応においては久留米大学

等に紹介している。 

 

（小児医療） 

当院は小児科医４名体制で診療を行っており、開業医からの紹介患者、入院治療が必要

と思われる患者を中心に診療を行っている。 

 

 

・ 他機関との連携（周産期医療については他の医療機関との連携を前提に対応、等） 

開放病床の登録医療機関をはじめ地域の多くの医療機関と連携しており、それらの医療

機関から当院への紹介件数は年間１１，０００件超となっている。その結果、紹介率８０

％以上、逆紹介率９０％以上を確保できている。 

また在宅医療に関しては地域の他の医療機関と連携して対応しているが、なかでも進行

がんの在宅療養においては地域の医療機関との連携が進んでいる。 
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④ 自施設の課題 

 

当院は地域の中核病院として急性期医療を中心に担っている。しかしながら、高度急性期

として例示されているような集中治療室等の施設基準を満たす病床を保有していないことか

ら今後はこれらの施設基準に合致する診療体制を目指す必要があると考えている。 

また心臓の血管内治療ができる常勤医、放射線読影の常勤医、放射線治療の常勤医等が確

保できていないなど、こうした分野の医師の確保が課題である。 

呼吸器疾患については、当院は呼吸器内科医がいないため、市内の他の医療機関での対応

をお願いするのが現実的である。 

他の構想区域に先んじて高齢者の割合が増しているこの区域において、適切な在院日数を

模索し、いかに医療の質を落とさずに効率的に医療サービスを提供していくかが大きな課題

となっている。 

 

 

 

【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

①  地域において今後担うべき役割 

当院は高度急性期及び急性期を担うべきであると考えている。５疾患５事業のうち、特に

がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、救急医療、災害時における医療、周産期

医療、小児医療を今後も担っていく予定である。 

 

 

 

 

②  今後持つべき病床機能 

高度急性期の病床は地域においても限られていることから、当院では救急病棟を中心に重

症度、医療・看護必要度の高い一部の病棟を高度急性期と位置づけ、その他の病棟について

は急性期の病棟として維持していく。 

 

 

 

③  その他見直すべき点 

当院は平成２８年８月から熊本地震により被災された熊本市立熊本市民病院の看護師等を

受け入れており、これらの職員を含めた看護師数により８病棟３２６床体制（２４床休床中）

で運営している。したがって、熊本市民病院への帰院を機に、今後の医療需要の推移や当院

が災害拠点病院であること等を加味して、病棟機能の見直し、再編等を行い、入院患者数に

応じた最適な病床規模への変更を検討する。 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 70床（66床）  70床程度 

急性期 280床（260床）  250床程度 

回復期 - → - 

慢性期 -  - 

（合計） 350床（326床）  320床程度 

※（）内は稼働病床数 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

 

 

○合意形成に向けた協議 

 

 

 

 

 

 

 

○自施設の今後の病床のあり方

を決定（本プラン策定） 

 

2018年度 

 

 

○地域医療構想調整会議に

おける合意形成に向け検討 

 

 

 

 

 

 

 

○地域医療構想調整会議におい

て自施設の病床のあり方に関す

る合意を得る 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○病床数変更（30床程度減） 

 
 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

第７期 

介護保険 

事業計画 第

７

次

医

療

計

画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 診療科については当面、現状を維持することとし見直しについては予定していない。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：８４％以上 

・ 新入院患者数：７，７００人 

・ 平均在院日数：１２日台 

・ 紹介率：８０％以上 

・ 逆紹介率：９０％以上 

 

経営に関する項目＊ 

・  

・  

 その他： 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 

 


